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法定福利費の適切な支払いのための取組について（参考） 
 
 

公共工事の入札及び契約に当たっては、公平で健全な競争環境を構築する観

点から、社会保険等（健康保険、厚生年金保険及び雇用保険をいう。）に加入

し、法定福利費（健康保険法（大正１１年法律第７０号）等の定めるところに

より事業主が納付義務を負う保険料をいう。）を適切に負担する建設業者を確

実に契約の相手方とすることが重要です。「公共工事の入札及び契約の適正化

を図るための措置に関する指針」（平成１３年３月９日閣議決定。令和元年１

０月１８日一部変更。）では、各省各庁の長等は受注者に対し法定福利費を内

訳明示した請負代金の内訳書を提出させ、予定価格を定める際に積算した法定

福利費と比較し、法定福利費に相当する額が適切に計上されていることを確認

するよう努めることとされており、これまで「請負代金内訳書における法定福

利費の明示による法定福利費の適切な支払いのための取組について」（令和３

年１２月１日付け総行行第４１９号、国不入企第３３号）により、法定福利費

の適切な支払のための取組の実施に努めるよう要請してきたところです。 

国土交通省及び農林水産省においては、予定価格の積算から合理的に推計さ

れる法定福利費の概算額の取扱いについて、令和４年４月１日時点においては

別添１～６のとおり運用しておりますので、ご参考にお知らせします。 
各団体におかれましては、引き続き法定福利費の適切な支払のための取組の

実施に努めるようお願いします。 

なお、各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村（指定都市を除

く。）に対しても、周知をお願いします。 


